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はじめに
戦後わが国の知的世界を代表した人びとが相次いで他界した今年は，戦後の歴史観の文字通
り最後の残光が消えた年であったともいえよう。しかし，そうしたなかで，イギリス近代史に
ついていえば， r戦後史学」と問題意識を共有しながら，より歴史的現実に密着したイメージ
をつくりあげてきた角山栄教授の歴史観は，いわゆる「再検討派」の研究([28J) にひきつがれ，
新しい時代の問題関心にも十分な適応能力を発揮してきた。したがって，それは， r戦後史学」
の正統派が意味を喪失したのちも，長くわれわれの関心を惹きつけてきたし，同様のノミースベ
クティヴは，イギリスにおいてさえ，いまや「新たなオーソドクシー」として承認されている。
しかし， rジエントリ資本」論を前提として， r世界資本主義」論をも取り込んだ独自の「産
業革命」論を展開しようとしたこの史観にしても， 21世紀を目前にした世界と日本の現状を前
提にするとき，歴史分析のありかたとして，必ずしも十分とはいえなくなりつつあることも，
事実であろう。もっとも明白なことは，われわれがイギリス史に立ち向かう基本的なスタンス
を，イギリス近代の「勃興」論から「衰退論」へ移すことなしには，研究に現実的な意味が見
い出しにくくなっているということである。
イギリスは「なぜ成功したのかJ，つまり近代のイギリスはいかにして「近代」たりえたの
かが， r戦後史学」の問うてきたものであった。ジエントリ論からする「再検討派」史観は，こ
の間いにきわめて具体的なかたちで追った結果，この国におけるジェントルマン・ヘゲモニー
の強靭さと，イギリス自体の世界システムにおけるヘゲモニーの確立という，二つの背景を析
出することに成功したといえる(いずれも角山教授が，最初にその導入にあたったものである〉。
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しかし，新世紀を目前にし，また，かつて「アジア的停滞」の典型とされ，近代化とは無縁
な「儒教世界」とされた東アジアの経済的勃興を背景として，そのなかでの日本の位置を考え
なければならなし、し、ま，われわれが「近代イギリス」に問い掛けるべきは，それがいかに成功
したかではなく，成熟社会ないし成熟経済としてのイギリスの在り方そのものなのではないかo
L 、 L 、かえれば，イギリスは， rなぜ，また，いかに衰退したのかJ， あるいは「衰退していな
いのか」という問題である(この点については，ごく簡単な一般書であるが，拙著『イギリス・繁栄の
あとさき』ダイヤモンド社， 1995年を参照されたい〉。
このような観点に立っとき，今日の英米の学界では，二つの大きなイギリス近代史のノζ ース
ベクティヴが提起されているように思われる。本稿は，この二つのパースベクティヴをごく簡
単に検討することで，次の世紀にむけて， r再検討派」史観をさらに発展させるための予備作
業としたい。
1 rジェントルマン資本主義」論をめぐって
1) 新正統派史観
近代イギリスの「衰退」の原因をジェントルマンのヘゲモニーに求める近年の研究は， ーーニ1..
一・レフトの旗手であったペリー・アンダソンなどからはじまった [25] 0 ジェントルマン支配
に対する批判自体は，はるかに長い歴史をもっているが，それがし、わゆる「イギリス病」の原
因と結びつけられたのは，イギリスにおける「ブルジョワ革命」が地主ジェントルマン主導の
もとに行なわれ「アーカイヅクな」性格をもっていたために，イギリス近代社会そのものが地
主ジェントルマンのヘゲモニーのもとにおかれた，というアンダソンの学説が，ひとつの出発
点となったことは間違いない。
このような近代イギリス= rジェントルマン社会」説，つまり，イギリス資本主義の本質を
産業資本主義タイプとは異なる， rランチエ(地代・金利取得者〉的」性格に見る見方は， M
・ウィーナーやH ・パーキン， P ・ケイン， A ・ G ・ホプキンズ， W ・ D ・ルーピンステイン
などに受け継がれてきた。こうした見方は， 11970年代中頃以後は，……政治史，社会史，経
済史のいずれの面でも，イギリス史研究の正統派となっている」とは，この傾向に批判的なM
.ドーントンの見解である([[10] p. 126])。
すなわち， rイギリス経済の変容過程に対する産業革命の影響力をあまり評価せず，産業資
本主義と商業資本主義，工業地帯と首都圏の二元論を唱える」のが，こうした新正統派の基本
路線である。しかも，たとえばC.H ・リーやルーピンステインがし、うように，二つの要素の
なかでは，後者，すなわち，シティの商業・金融資本主義のほうが，より重要だったという結
論が導かれている ([1 ， 2 ， 3， 4 ， 5 ， 6 ， 7 ， 9])。さらに，その大前提としては，近代のイギリス史が本
質的にディズレーリのいう「二つの国民J，すなわち， rジェントルマンJ と「ノン・ジェント
ルマン」に二分されていたこと，しかも近代の歴史は，真っ先に「階級」としての自覚をもっ
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た前者の，圧倒的なヘゲモニーのもとに展開した，とし、う見方がおかれていることもいうまで
もない。このような見解こそは，わが国の「再検討派」の立場そのものでもあった。
この新正統派の立場を，イギリスの対外プレゼンス，ないし帝国主義の在り方と結びつけ，
「ジェントルマン資本主義」論を構成したのは， 1980年代以降，つぎつぎと共同研究の成果を
公表してきたケインとホプキンズである [1-3J 。また，このような立場は，一国資本主義のノミー
スベクティヴを拒否し，世界システム論を展開するウォーラーステインらの議論にも色濃く反
映されている。というのは，ウォーラーステインは，つとに16世紀の時点で， r近代世界シス
テム」の成立を認めており，いわゆる産業革命期以降にしかそれを認めなかった，わが国の論
者とは違って(たとえば，世界資本主義をテーマとした藤瀬浩『資本主義世界の成立j (ミネ
ルヴァ書房， 1980年〉など。この点では，角山教授の見解も，ここでいうイギリスの新正統派
のそれとは異なっていた)， 産業資本主義とし、う概念にあまり大きな意味は認めていないから
である。じっさい，ウォーラーステインは， 16世紀の支配層と現代世界のそれへの継続性を意
識しており，その限りではジェントルマン資本主義論の立場と酷似した議論をしばしば展開し
ている(拙訳『史的システムとしての資本主義』岩波書店， 1985年， 53ページ参照〉。
ケインとホプキンズによれば， 1688年ないし1694年，つまり名誉革命後の「財政草命」をひ
とつの画期として成立したイギリス近代の資本主義体制は，地主ジェントルマンを主体とし，
ジェントルマン的な価値観にもとづくものであったが，そのような価値観は，シティに成立し
はじめた金融界や弁護士や医師のような，プロフェッションの世界にも共有された。しかも，
シティにしても，やがてマーチャント・バンカーのような新興勢力を加え，内容的には徴妙に
変化していくのであるが，どこまでいっても，それは自ら生産活動に関係するような中・北部
の勢力ではなく，いわゆるランチエをその担い手としていた。 18世紀末には，いわゆる産業革
命を経験すると，政策形成上，産業資本による圧力も当然，強まるが，それが地主・シティ連
合の力を上回ることはない ([6J pp. 140仔. cf. [21J) 。
ところで，ケインとホプキンズの最終的な関心は，イギリスの対外プレゼンスにある。その
点からいえば，いわゆる帝国主義的対外進出もまた，主としては，シティの金融利害の主導下
に展開したことになる。イギリスの対外プレゼンスは，その初期段階である重商主義段階につ
いてさえ，地主利害と深く結びついていたとする研究もみられる [20J。帝国主義のこのような
理解は，公式帝国そのものよりは，非公式帝国を重視させることになった。マンチェスターや
パーミンガムとはちがって，シティが世界的基準でみても，簡単には「衰退」しなかったこと
は，プラットらによっても確認されているし ([29J pp. 1-74)，世界システムにおけるヘゲモニ
ー衰退の 3 段階一一生産・世界商業・世界金融一ーを措定し，金融ヘゲモニーが最後まで残る
と主張する，ウォーラーステインにとっても，受け入れやすい見方であろう。
しかも，そうしたものとしてのイギリス帝国ないし帝国主義は，ふつうに考えられるより，
はるかに長期に渡って強力に作用しつづけたと考えられており，ルーピンステインらの「イギ
-3 ー
川北稔
リス表退」そのものを否定する議論にも，容易につながるものである( [6] とくに， p. 26 図 1 な
ど。また，産業革命をたんなるエピソードと考える見方については， [8] および [27] などを参照〉。
じっさい，対外プレゼンスの問題よりは，国内の支配関係に主要な関心を示したルーピンス
テインのパースベクティヴは，ほとんどの点で，ケインやホプキンズのそれに近し、。すなわち，
彼は徹底して新興の富裕者階層や新貴族の出自を問題にした。その結果，彼が得た結論は，イ
ギリス近代史におけるメトロポリタン・エリアとそこに生活する金融・サービス関係者の圧倒
的優越という事実であった ([4] pp.17丘なお，竹内幸雄『イギリス自由貿易帝国主義』新評論， 1990 
年， 197ページ以下をもみよ〉。
ケインとホプキンズによれば，本来地主を主体としていたジェントルマン資本主義の担い手
は，産業革命による側面からの圧力を受けて， 1850年頃を境に急速にシティの金融界に移行す
る。同じ過程を地主貴族，金融界，産業資本の三つの「エリート階層」聞の力学として描いた
ルーピンステインは，結局， í古い腐敗」として知られた18世紀の政治的エリートたる地主世
界の政治文化や価値観が， í都市的ではあるが，静態的なもの urban non-dynamicJ ([4] p. 
292 et passim) として，ロンドン，つまりシティに受けつがれていくことを分析してみせた。
「古い腐敗」が，新興の産業資本家層を背景とするマンチェスター派の圧力によって払拭され，
選挙法の改正を中心とする「諸改革」が進行するとし、う教科書的理解は，こう Lて一掃された。
つまり， í新正統派」史観にあっては，ジェントルマン的価値観の強力な残存一ーというより，
シティを核とした再生ーーと L 、ぅ図式に沿って， í自由主義的諸改革」や「自由主義」そのも
のが再解釈されてきているのである。
2) 新正統派史観における「衰退」の原因
しかし，もとより， ドーントンが批判的にいう「新正統派」の立場も，より詳細な点での具
体的な歴史解釈になると，決して一枚岩であるわけではない。とりわけ，ここで問題としてい
る「イギリスの表退」と L、う命題にかん Lては，その立場には，非常に幅がある。一見して，
両極端にあるのは，いわゆる「文化史的批判」をめぐるウィーナーとルーピンステインの立場
である。すなわち，前者の見解はこうだ。イギリスにおいても，産業革命期に一時的に中産階
級的な「産業精神」が強まり，産業資本主義が展開したが，まもなくジェントルマン的・農村
的価値観の反撃にあって， í産業精神」は衰徴を余儀なくされたのであり，それこそが「イギ
リスの衰退」の根本要因である，と [9] 。このような見方は，従来，ジェントルマンのヘゲモニ
ーを認める内外の研究者の大半が，少なくとも暗黙のうちに研究の前提として，措定してきた
ものであるといってよかろう。教育史家を含む社会史家や文化史家の多くも，このような立場
を当然、のこととしてきたふしがある。しかし，イギリス経済の表退をこの社会に特有の価値観
に求める，このような「文化史的批判」が成立するには，重要な前提がし、くつかあることも事
実である。たとえば，この議論には，経済の発展や衰退が，文化的な価値観によって決定的に
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左右されるとし、う立場が内包されている。
戦後のマルクス主義史学における，極端な基底還元論的パースベクティヴを批判することを
ひとつの出発点としたわが国の「再検討派J 史観では，このことはきわめて理解しやすいこと
ではあった。とはいえ，それ自体，自明であるわけでもなし、。ましてや，批判しなければなら
ないほどの，唯物論史観や基底還元論の伝統があるわけではないイギリスの学界では， r文化
史的批判」はそれ自体の有効性を自ら証明することが必要だと思われる [5] 。
角山教授の学説に導かれてきた，筆者自身を含むわが国の「再検討派」の立場も， r文化史
的批判」にどう対処するかという点では，かならずしも明白ではない。ジェントノレマン的価値
観が，イギリス資本主義の勃興をもたらしたということは，従来，筆者自身がつよく主張して
きた。主としては，地主家系の次三男対策としての帝国拡大の衝動や，領民の保護者としての
意識が強いために，経済合理主義というよりは，社会的プレスティジを求めて行なわれたジェ
ントノレマンの投資活動，とくに社会的間接資本の形成において，ジェントルマン的価値観の役
割は決定的であった。 r世界で最初の」産業革命は(次の章で紹介する「財政・軍事国家論J
が主張する点はともかく)，一般には後発の工業化のようには， r国家の役割」に期待できない
ものであった。したがって，逆にいえば，イギリスでは誰かが「国家の役割」を果たす必要が
あったのだが，そのような役割は，ウェーバー的な経済合理主義者としての「ホモ・エコノミ
グス」には果たしえないものであった [24] 。
とすれば，イギリスの「表退」は，まさしくこうした経済合理主義を前提としない階層の強
力な残存，ない L再生がもたらしたことになるのか。ウィーナーその他の回答は，まさしくイ
エスである。サッチャ一政権の前後， rイギリス病」の原因がしきりに論じられた時代には，
アカデミックな歴史研究とは別に，時論的にも，このような見解が一般化していたといえる。
しかし，たとえば，ノレーピンステインは，このような説明にまったく同意しなし、。イギリス
近代経済の本質を徹底して「ジェントルマンJ 的なもの，すなわち，地主，金融・サービス部
門に求め，とくに19世紀後半以後のそれをシティに求めるルーピンステインとしては， rイギ
リスの衰退」といわれる現象そのものが，かなりフィクションに近いものと映っている。衰退
したのは，イギリス近代史にとっては，むしろ「エピーソード的」とさえいえる「製造工業」
なのであって，シティの金融や情報を含むサービス部門では，イギリスはいわれるほどの表退
を経験していないというのが，彼の第一の論点である。たしかに，この国における製造工業の
表退は，明白な事実である。しかし，それはまた，この国の近代史の大半にとっては，かなら
ずしも重要でなかった分野で、の出来事にすぎない，というのである。 rシティは，いまも世界
金融の中心のひとつであるJ L , r ヒースロー空港は世界でもっとも乗降客の多い空港のひと
つだ」という彼の主張 ([6] p. 39) には，全面的には同意できないとしても，その立場がし、わ
ゆる「新正統派」の議論の極限を示していることは明らかであろう。
しかし，彼の議論の真意は，必ずしもこのようなポレミカルな点にだけあるのではなし、。そ
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もそも，経済の表退を説明するのに，文化状況をもってすることに，ある種の抵抗感を感じて
いるというのが，より根本的な問題なのであろう。経済衰退は，技術革新の進行具合などを中
心に，より内生的な要因によって分析されるべきだという考え方は，経済の専門家のあいだで
は，比較的受け入れられやすい議論であるともいえる。もっとも，その場合も，技術革新の速
度を決定する要因としては，価値観を含む文化的要因，いわゆる「残余の要因」を考慮するこ
とが不可欠ではあるのだろうが。
1 1"財政・軍事国家」論
1) 重税国家としての近世イギリス
ジェントルマン論をベイスとする，近代イギリス史のパースベクティヴと必ずしも全面的に
対立するとはいえないものの，それとはかなり異なったパースベクティヴを提供しているのが，
近年，急速に展開されている「財政・軍事国家 Fiscal-Military StateJ 論である。この議論
を強力に支持Lているのは，主としてロンドン大学関係の研究者であるが，議論の出発点は，
カリフォルニア大学の J ・ブリュワーによって与えられた口4]。従来，消費文化史を専門にし
てきたブリュワーが，このような議論を展開している理由については，のちに関説するが，こ
の議論への支持が，ロンドンでとくに顕著で、ある事情は，判然、としない。
ともあれ，このパースベクティヴは， 1960年代以降の成長モデルが，本質的に自由競争を前
提として，生産効率を決定的な要因としていたと主張し，これを批判するものである。ドーン
トンやP ・オブライエン [10， 11 ， 12 ， 13， 15， 26] ら，ジェントルマン史観への批判者たちは，近代
の経済発展における国家の役割を，とくにその軍事面から評価する。軍事力によって獲得され，
外に対しては保護された「貿易圏」の確保が決定的に重要であった。つまり，重商主義帝国の
確立と重商主義政策の成功が，経済発展の決定的な要因である，とするものである。戦後のわ
が国の歴史学も同じだが，ロストウ以来の欧米の成長理論や『エコノミッグ・ヒストリー・レ
ヴュー』誌などに展開された経済成長の実証研究は，重商主義時代の経済史にも，生産力や生
産効率をベイスとする純経済競争をみようとしてきた，と彼らはし、ぅ。しかし，歴史の実態は
そのようなものではなく，当時，各国経済のゆくえを決定したのは，あくまでそれぞれの国家
が保持しえた軍事力であり，その軍事力によって確保された市場圏にあった，というのである
[14] 。
それでは，そこでし、う軍事力は，何によって確保されたのか。近世のヨーロッパ内部で，軍
事力の優劣を決定したのは，それぞれの国家権力が確保しえた財政収入の額で、あった，と彼ら
は主張する[簡単には， 12] 。
重商主義帝国を形成したことが，イギリスがフランスとの競争に勝利し， r最初の工業国家J
となってゆくうえで，決定的に重要であった。また，イギリスが重商主義帝国の形成競争に勝
利した決定的な要因は，その財政能力にあった。これが彼らの主張の前提である。もっとも，
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ここまでの議論は，かねて筆者自身が主張してきたことでもあり，基本的に異論があるわけで、
はない ([24] 147ページ以下。とくに，図 3)。ただ，筆者は世界システム論の立場から，オランダ
・ヘゲモニーの衰退がイギリスの優位をもたらすと考えたのに対して，ブリュワーは，名誉革
命直後のヨーロッパ国際関係のなかで，イギリスだけが「財政・軍事国家」への道をあゆみ，
1689年から，七年戦争後の1763年のパリ条約によって，いわゆるイギリス重商主義(第一〉帝
国が完成するまで，あるいは(アメリカ独立戦争を例外として)， さらにナポレオンの没落を
決定した1815年まで，断続的な対仏戦争につぎつぎと勝利した，とみる。ともあれ，当時の軍
隊はイギリス海軍といえども，その兵員のおおかたをプレス・ギャング，つまり合法的誘拐に
よってリクルートしており，年間その何割かが逃亡するような状態であったから(JI!北稔『民衆
の大英帝国』岩波書店， 1990, 129ページ以下参照)，軍隊の士気や質に両国で大差があったわけで
はない。決定的な差異は，フランス絶対王政とイギリス政府の戦費調達能力の違いにあったの
である。
「財政・軍事国家」論のここから先の議論には，筆者としては，かなりの疑問点があるが，
批判は後回しにして，とりあえず，彼ら自身の主張を聞いてみよう。
18世紀のイギリス政府が，ヨーロッパ諸国のなかで圧倒的な財政力をもちえたのは，何より
も，イギリスが重税国家となりえたからである。国民所得に対する租税の比率はフランスより
イギリスのほうが高く，しかも， 1665年には 3 パーセントにすぎなかったのに， 1790年には16
4 一セントに上昇した，というのがその根拠となる。しかも，フランスは，徴税にあたって非
能率的で，租税負担者とは異なった階層に属する徴税請負人に依存し，財源の不足は売官によ
って補わなければならなかった。これに対して，イギリスは， r納税者階級の構成員自身に直
接税の徴収業務を委ねた」ために [12] ，税に対する反発が少なく， しかも徴税は断然，効率的
となった。間接税の徴収でも，英仏両国には，徴税能率の点で大差があった。
さらに，イギリスが長期国債の発行に成功したのは，議会の認めた租税による償却ないし利
子支払いの保証があったからである。そのような体制の成立を，かつて P ・ G ・ M ・ディグソ
ンは「財政革命」と呼んだ。名誉革命後の財政制度の変革一一国債引受のためのイングランド
銀行などの創設，国債市場や抵当市場など金融市場の確立を軸とする一ーをさす言葉である。
イングランド銀行を中心とするシティの金融市場の発展を，こんにちの「財政・軍事国家」論
者のひとり， ドーントンは「イギリスでは，官疫制国家をつくりあげるどころか，シティの商
人がそのまま政府に取り込まれてしまった」のだ，と評している。 rイギリスで、は，国家財政
の拡大がシティのダイナミヅクな商業・金融部門の発展」につながったのに， フランスのよ
うな「絶対王政のもとで、は，官僚と徴税請負人の世界」をつくりあげてしまったのだという
([12] 9 ベージ〉。
「財政・軍事国家論」の射程は，社会構成や文化の面にも及んでいる。つまり，ここでし、わ
れていることは，イギリスで、は，シティの商人をはじめとするブ、ルジョワが，私人として国家
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と結びつき，階層全体として自らすすんで納税をした，ということである。したがって，ここ
で措定されているのは，ジェントノレマンとノン・ジェントルマンからなる「二つの国民」では
なく，広範なブ、ルジョワ=中流階層を核とする国家である。1"中流階層 Middling Sort of 
PeopleJ およびその政治文化にかかわる研究がにわかにふえているのも， このためである
〈この点については， 別の観点、から一瞥した拙稿があるので， 参照されたい。前川和也編『ステイタスと
職業』ミネノレヴァ書房， ，近刊に収録)0 18世紀イギリスの政治文化は，ジェントノレマン文化のヘゲ
モニーのもとにあったというより，こうした中流階層の文化的優位がみられたというべきだと，
彼らはいおうとしているようにもみえる。たとえば，植民地を中心とする戦争報道などが，重
商主義戦争を熱烈に支持した中流市民層をいっそう熱狂させたことなどが，指摘される [17] 。
中流階層による消費行動の研究を展開してきたブリュワーが，この議論の先駆となったゆえん
も，ここにある。
こうして， 1"財政・軍事国家論」が描く 18世紀イギリス史のイメージは，中産階級が自ら重
税を負担しつつ， 1"革命」に至るような深刻な不満をもつこともなかったうえ，しかも効率的
な徴税制度によって，国家財政はきわめて効率的に運営されていた，ということになる。しか
も，政府は，財政収入のほとんどを広義の軍事費にあてた。つまり，戦時は60-70パーセント，
平時で40パーセントが軍事費であったが，さらに国債利子の支払いに40パーセント程度が使わ
れていた。このこと自体は，筆者自身もっとに確認している ([15] p. 9)。したがって，ハノ
ーヴァ一朝下のイギリス政府は重い税を効率よく徴収しつつ，国民の不満を呼び起こすことも
なく，国民は戦勝による貿易圏の拡大を熱狂的に歓迎した，ということになる。
2) 1"国家の役割」
「財政・軍事国家論」がもっとも強調する点は，工業化前史における「国家の役割」である。
世界で最初の経験であったイギリス産業革命は，国家主導で展開したものではなし、。したがっ
て，それは自然発生的ないし「自律的」な産業革命であり，国家はたいした役割を果たさなか
った，というのが，イギリスでも，日本でも通説であった。このような見方に異義を唱える仕
事は，イギリスではH ・ J ・ハバカクらが果たし，筆者自身もいくつかの拙い議論を展開した
〈ハバカク/拙訳 ns世紀イギリスにおける農業問題~，未来社， 1967年および， [24] など〉 ことは， 上
述のとおりである。そこでは，地主ジェントルマンの価値観や行動様式が前提になった。しか
し上記のような「財政・軍事国家論」は，このような議論とは異なった新しい観点から，工
業化前史におけるイギリス国家の役割を解明しようとしていることになる。
ところで， 1"財政・軍事国家論」の展開とどこまで、関連つ守けて考えるべきか，はっきりはし
ないが，それとほぼ同じ時期から，イギリス歴史学界では， L. コリーの研究を鳴矢として，
16世紀以降における「イギリス国家」や「イギリス国民J，いわゆる「ナショナル・アイデンテ
ィティ」の成立をめぐる論争 ([16 ， 17]) がひとしきり展開されており，二つの議論が，相互に
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影響しあっていることも確実である。また，このような国家や国民についての研究が， EUの
統合強化を目前にしたイギリス人が，あらためてイギリスという国家の特性と「国民国家」論
の不毛さ一一少なくとも，それが近代イギリスには，およそ場違いな概念であったこと一ーを
自覚したことの表れであることも間違いがない。
したがって，近世，つまり 16-18世紀におけるイギリスの勃興，工業化の開始に至る過程の
分析としては，このパースベクティヴは， rジェントルマン資本主義」論とはかなり異なった
一一帝国拡大の政治文化の担い手などの点では，むしろ対立する一一歴史像を提示してし、る。
また，経済発展における「国家の役割」という点でも，かなり新しい観点を提示しつつあると
いえる。ドーントンやストーンが期待するように，この観点から，いくつかの国の財政史的比
較研究も可能になるのかもしれない。
しかし，この議論では， rイギリスの衰退」はどのように説明されるのか。 rイギリスの衰
退」の問題は，当然，のちにくる「アメリカのヘゲモニーの衰退」の問題にもつながるもので
ある。また官頭に触れたように，われわれのイギリス史への関心が， r勃興」から「衰退」へ
移行したいまとなっては，この点について発言しないイギリス近代史のパースベクティヴはナ
ンセンスともいえる。 p. オブライエンは，わが国で行なった講演でイギリス近代史について
の大きな見取り図を与え， r財政・軍事国家」となった18世紀ハノーヴァ一朝政府の果たした
役割を高く評価する一方，自由主義をかかげた小さな政府としての19世紀ヴィクトリア朝以来
の政治こそが，結局，イギリスの衰退をもたらしたと主張した [27] 。なお，その議論はあまり
にもラフなままで，学問的検討の対象とする域には達していないと思われるが， r歴史的世界
は，自由競争ではなかった」というドーントンやオブライエンの主張の心理的背景には，サッ
チャー主義とその継承政権へのある種の批判があるのかもしれなし、。とすれば， r財政・軍事
国家」論がロンドンで持てはやされるひとつの背景が，理解できる。
おわりに
以上，イギリス近代史にかかわる二つのパースベクティヴを，大急ぎで紹介してきた。結論
としてまずいえることは，当事者たちがし、うほどには，二つの議論は「対立」はしていないと
いうことである。いまから考えてみても，基本的には，ケイン，ホプキンズとは別個にではあ
るが，ジェントルマン資本主義論と同じ議論を長年展開してきた筆者自身が，具体的には，
「財政・軍事国家」論の主張のいくつかの点をも，同時に指摘してきたように思う事実が，こ
のことを十分示していよう。決定的な対立点は，ジェントルマンの主導性をどこまで承認する
か，逆にし、えば，イギリス近代史の構成要素として， r産業資本主義」をどこまで認めるかと
いう点にかかっている。
しかし，少なくともわが国の戦後の社会科学にあっては，近代イギリス社会を典型的な産業
資本主義社会とし，そこにおける諸事例の分析が，社会科学の理論形成の基本とされただけに，
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専門のイギリス史研究者以外の世界では，ジェントルマン資本主義論以前の，いまや「起元以
前的」ともいうべき戦後史学のパースベクティヴが使われていることさえあるのが実情である。
したがって，わが国では， r財政・軍事国家」論の「中流層の政治文化」論などをとりあげ，
「戦後史学」の復興を唱えるような議論が立ち現れる可能性もなしとしなし、。同様の議論は，
かつて「プロト工業化」論が台頭したときにも，ただそれが農村工業を重視しているというだ
けの理由で，わが国の「戦後史学」との共通性を，性急に主張するような議論がみられたから
である。
それゆえ，最後に， r財政・軍事国家J 論がはらむと思われる危険性についても，早急に一
言しておきたし、。まず第一に，この議論が現代にまで，ストレートに拡大適用されるならば，
軍事力によって自国の自由になる経済圏を確保することが重要であるという，一種の「生の空
間」論のようなものになってしまう危険性がある。国家権力が経済圏の確保に乗り出すべきだ
というところまではょいとして，その手段が「軍事国家」だというので、は，論外である。ここ
からも明白なように，いまやわれわれの関心が， rイギリスの勃興」よりは，その「衰退の過
程」にあるとすれば，この議論は，なお肝腎のポイントにあまり的確な回答を示していないと
いえよう。実証的にも，この議論には，なお未解決な問題が多い。たとえば， r重税」に対し
て国民の不満が少なかったという議論は，かんたんに承認で、きるのだろうか。のちに， rイギ
リス人」の象徴となる「ジョン・ブル」は， じつは，租税負担に苦しむイギリス国民の不満の
象徴だという見解もある。他方では， 18世紀になっても， r民衆J は「モラル・エコノミー」
にとらわれ，新型の負担には抵抗をした，というのが社会史派の一般的な議論である。ひとり
「中流人」のみが，唯々諾々と徴税に応じたとも思えない。
また，この議論が，いまひとつ広がりにかける点は，それがあくまで一国史の視点に立って
おり，その立場での「比較史J の立場にあることであろう。国家聞の比較史がもっ限界は，上
に関説した最近の「近世イギリス国家」論と比べても明白である。というのは，それらは，広
大なケルト辺境と白人定住型および有色異民族型の植民地からなる大帝国ーーその外部の自由
貿易帝国はさておくとしても一ーをもった，あまりにも重層的な「イギリス国家J の特異性を
認識することから発していると思われるからである。
国別比較論の立場では，全体としてのヨーロッパの「表退」やアジアの「勃興」を説明する
ような議論は，ほとんど立てられなし、。この点では，初めからイギリスの対外プレゼンスを問
題にしているジェントルマン資本主義論とはまったく異なっているし，世界システム論的な立
場ともまったく相容れない。
したがって， r財政・軍事国家」論がもたらした， 18世紀イギリスにおける国家の役割につ
いての新しい考え方は高く評価するとして，全体としては，ジェントルマン資本主義のバース
ベクティヴが，なお，われわれの目的には有効であろうと思われる。この時代に，ジェントル
マン文化と対抗的な「中流」すなわち「プルジョワ的」な文化が存在したかどうかとし、う問題
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は，産業革命そのものや， I帝国支配」の問題や将来の「表退」の問題とともに論じるべきで，
それだけを孤立させて論じても，日本人にとっては，あまり意味はなし、かもしれない。
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